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１．はじめに 
 
 本報告書２．の検討より、地震や高潮、洪水の被害は、いずれにしてもそれが首都圏の場合に甚
大な水準となることが明らかとなっている。 
 こうした結果となったのは、「首都圏への人口と経済活動の一極集中」が生じているためである。 
 ついてはここでは、首都圏の一極集中を緩和し、それを通して、地震、高潮、洪水の被害の方途
を技術的に検討する。 
 なお、首都圏の一極集中の緩和、すなわち、首都圏からの地方分散化策には様々なものが考えら
れるが、これまでの様々な議論にも関わらず、効果的な方策が見いだされていないのが現状である。
ただし、近年の研究より、「交通インフラの一極集中」が、首都圏の一極集中を導いていることが、
近年の国際比較分析と国内の時系列分析 1）、ならびに、様々なマクロシミュレーション分析 2）より
明らかにされている。 
 ついてはここでは、「首都圏への一極集中の緩和」を企図した、地方部における交通インフラ投資
の中でも代表的な「新幹線」の整備による、一極集中の緩和効果を計量的に推計する。 
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２．MasRAC の概要 

本分科会にて、インフラ整備による地方分散化効果を測定するのは、交通インフラ投資によるマ
クロ経済、土地利用、人口分布への影響分析のために開発されたシミュレーションモデル MasRAC
（Macro econometric simulator that accounts for Regional ACcessibility）である（参考文献３参照：
ただし、モデル内のパラメータについては参考文献３にて報告しているものではなく、改めて推計
した値を用いた）。 
 このモデルシステムは、日本全体のマクロ経済状況を推計する「マクロ経済モデル」と、そのア
ウトプットに基づいて、日本国内の各生活圏ごとの経済状況を推計する「地域経済推計モデル」の
二つから構成されている。具体的には、前者で日本全体のＧＤＰを推計した後に、全国の各生活圏
ごとの総生産である GRP や人口、地方税収を後者のモデルで推計する構造となっている（図１参
照）。  

 マクロ経済モデルの概要を図２に示す。このモデルは各ゾーンのアクセシビリティと労働人口、
ならびに、政府支出額（投資および消費）と海外要因（米国の金利とＧＤＰ）を入力することで、
図１に示したプロセスで、ＧＤＰをはじめとした各種のマクロ経済指標を推計するモデルシステム
である。 

このモデルは各ゾーンのアクセシビリティと政府支出額を入力データとしていることから、先に
示した新幹線や高速道路整備による影響を推計することが可能なかたちとなっている。 

 

 

図１ MasRAC の各指標推計の基本的な流れ 
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図２ MasRAC のマクロ経済モデルの各指標推計の基本的な流れ 
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３．「分散化対策」の費用と効果 
 
３．１ 整備を想定するインフラ 

 

 ○整備想定の新幹線区間 

 本分析では、現在の政府が策定している新幹線の計画路線を整備することを想定する。すな
わち、全国新幹線鉄道整備法の基本計画に基づき以下を全国整備の想定路線とする。 

① 北海道新幹線（札幌－新青森 間） 
② 羽越新幹線（新青森－新潟 間） 
③ 奥羽新幹線（秋田－福島 間） 
④ 北陸新幹線（金沢－新大阪 間） 
⑤ 北陸中京新幹線（敦賀－米原 間） 
⑥ 山陰新幹線（敦賀－出雲 間） 
⑦ 伯備新幹線（米子－岡山 間） 
⑧ 四国横断新幹線（新大阪－松山 間） 
⑨ 四国縦断新幹線（岡山－高知 間） 
⑩ 東九州新幹線（小倉－鹿児島中央 間） 
⑪ 長崎新幹線（新鳥栖－長崎 間） 

 

 
（図は「http://www.jrtt.go.jp/02Business/Construction/images/imgConstSeibi02.gif」を
加工したもの） 

図３ 整備対象として想定した全国の新幹線網 

 

○事業費 21.5 兆円 
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※ 現在、建設中路線も含めた金額。各路線の総延長、および金額を下記表に示す。 
※ 過去に既に建設費が算定されている路線については算定値を、それ以外については 1 キ

ロ 80 億円と想定して算定した。 
※ 北海道新幹線、長崎新幹線、北陸新幹線(金沢－敦賀間)については平成 24 年 3 月に開

かれた国土交通省交通政策審議会整備新幹線小委員会によって示された試算，5783 億
円，5000 億円，11300 億円（http://www.mlit.go.jp/common/000205176.pdf）を建設
費として採用した。敦賀以西の北陸新幹線(小浜・京都ルート)については平成 28 年 11
月の与党整備新幹線建設推進プロジェクトチームによる試算，20700 億円を建設費と
して採用した(http://www.mlit.go.jp/common/001152043.pdf)．また東九州新幹線につ
いては平成 28 年 3 月の東九州新幹線鉄道建設促進期成会による試算，26730 億円を建
設費として採用した。 

（https://www.google.co.jp/url?sa=t&rct=j&q=&esrc=s&source=web&cd=2&cad=rja&
uact=8&ved=0ahUKEwjzisytzNzaAhXBj5QKHZi0C94QFgg4MAE&url=http%3A%2F
%2Fwww.pref.oita.jp%2Fuploaded%2Flife%2F1058839_1461169_misc.pdf&usg=AOv
Vaw32qjEqGiamb8KBWMse5caZ）． 

※ 建設費用が未だ定まっていない路線に関しては，上記の路線を基データとし建設費用と
総延長の関係を回帰分析で求めたところ、表１となった。 

 
表１ 建設費用と総延長の単回帰分析 

（説明変数）建設費用(億円) 係数 t 値 p 値 

総延長（km） 80.05 8.463 0.000 

N=6，修正済み R2=0.922 

 
 この分析結果により、総延長(km)の係数が 80.05 で有意となったため，上記以外の路

線については建設費用が 1km 当たり 80 億円を要するという前提のもと，建設費用を
算出した結果、下記となった． 

表２ 新規整備新幹線の費用と総延長 

 

新幹線名 建設費用（億円） 総延長（km）

北海道新幹線（新青森－新函館間) 5,783 66
北海道新幹線（新函館－札幌間） 16,700 212
奥羽新幹線 22,720 284
羽越新幹線 36,000 450
山陰新幹線 22,776 285
北陸中京新幹線 3,600 45
伯備新幹線 10,560 132
四国横断新幹線 27,440 343
四国縦断新幹線 11,840 148
長崎新幹線 5,000 66
北陸新幹線（金沢－敦賀間） 11,300 130
北陸新幹線（敦賀－新大阪間） 20,700 140
東九州新幹線 26,730 380
合計 215,366 2,681
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３．２ 評価方法 

 本分析で、インフラ整備による地方分散化効果を測定するのは、上述のように交通インフラ投資
によるマクロ経済、土地利用、人口分布への影響分析のために開発されたシミュレーションモデル 
MasRAC（Macro econometric simulator that accounts for Regional ACcessibility）である 3）。詳細
は、本報告書の２．ならびに、本報告書の文末の参考文献 3）を参照されたい。 

 

 

３．３ 新幹線整備による分散化効果 

 
○新幹線整備による「人口」の分散化効果：関東の人口が 4.2％縮減（18万人）。 

○新幹線整備による「経済」の分散化効果：関東のＧＲＰが 5.4％縮減（約 10.4 兆円/年）。 

※ 図４、図５に示す様に、現状の新幹線の諸計画を推進すると、関東地方の人口、ＧＲＰ
はそれぞれ 4.2％（18 万人）、5.4％（10.4 兆円）縮小する。 

 

※ ただし、東北、北海道、ならびに、中国、九州の人口も縮小することも示されている。
これは、現在、整備することが計画決定している「リニア中央新幹線」（以下、リニア）
を整備することで、リニアが整備される地方である近畿、東海以外が全て、人口、経済
が縮小していく効果が生ずるためである（図４、５参照）。 

 

※ 一方で、リニアを作るケースによって人口、経済が縮小してしまう北海道、東北、中国、
四国、九州の人口・経済の縮小率が緩和することが示されている。このことは、リニア
整備が計画決定している以上、それによるこれら地域の人口・経済縮小傾向を緩和する
ためにも、各地域の整備新幹線構想を推進することが必要不可欠であることを示してい
る。 

 
図４ 新幹線整備時（リニアのみ、およびリニア＋全線）の各地方の人口増減率 
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図５ 新幹線整備時（リニアのみ、およびリニア＋全線）の各地方の地方ＧＲＰ増減率 

 

３．４ 「地方新幹線整備」による、減災効果 

（１）首都直下地震に対する減災効果  

 

○ ２０年経済効果に対する、新幹線整備による減災効果 ３９兆円 

 

○ 人的被害に対する、新幹線整備による 約１２００人 

 

※ 上記３．３で示した「関東からの分散化効果」に基づいて、減災効果を推計。 
※ 「２０年経済被害」については、関東からのＧＲＰの分散化率５．４％、縮減される

と想定。 
※ 「人的被害」については、関東からの人口分散化率４．２％、縮減されると想定。 
 

○ その他の対策と合わせた減災効果 

 

※ 「道路・津波・耐震強化による減災効果」で縮減した総被害が、関東からの分散化率
（ＧＲＰについては５．４％、人口については４．２％）で縮減すると想定し、それ
と、「道路・津波・耐震強化による減災効果」を足し合わせ、総合的減災効果を推計。
その推計結果は、表３となった。下記の通り、人的被害が約２割、経済被害が約４割
減少することが示された。 
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表３ 首都直下地震に対する、新幹線整備の減災効果 

 
 

 

○ 「30%の分散化」が果たせた場合の、減災効果 ２１９兆円＆６９００人 

 

※ ３０％の分散化が果たされた場合の減災効果を、表４に示す。 
 
※ ３０％の分散化の減災効果は、２０年経済効果の視点から２１９兆円となる。そして、

その他の対策とあわせて対策を行えば、首都直下地震の経済被害が「半分以下」に縮
減することが示された。 

 

※ 全国の新幹線の整備だけで「ＧＲＰについては５．４％、人口については４．２％」
の分散化効果があるが、残りの約２３～２５％分の分散化については、 

・全国の高規格幹線道路の整備 

・全国の港湾投資 

・地方都市内における交通インフラ投資 

・地方都市の産業育成投資 

・分散化を促す税制・補助金の整備    等 

 を総合的に展開していく事が必要である。 
 

表４ 首都直下地震に対する、３０％分散化時の減災効果 

 

 
 

被害
（対策前）

新幹線の分散
化による減災
効果(単独）

道路・津波・
耐震強化によ
る減災効果

道路・津波・耐
震強化＆新幹線

分散化効果

経済被害（２０年） 731兆円 39兆円 243兆円 269兆円

減災率 - 5.4% 33.2% 36.8%

人的被害 23,000人 966人 3,473人 4,293人

減災率 - 4.2% 15.1% 18.7%

被害
（対策前）

３０％分散化
による減災効

果(単独）

道路・津波・
耐震強化によ
る減災効果

道路・津波・耐
震強化＆３０％

分散化効果

経済被害（２０年） 731兆円 219兆円 243兆円 389兆円

減災率 - 30.0% 33.2% 53.3%

人的被害 23,000人 6,900人 3,473人 9,331人

減災率 - 30.0% 15.1% 40.6%
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（２）東京湾の巨大高潮（室戸台風ベース）に対する減災効果 

 

○ ２０年経済効果に対する、新幹線整備による減災効果２．５兆円 

○ 資産被害の、新幹線整備による減災効果 ２．７兆円 

○ 浸水域内人口の、新幹線整備による減災効果 ６万人 

○ 人的被害に対する、新幹線整備による 約３３０人 

 

※ 上記３．３で示した「関東からの分散化効果」に基づいて、減災効果を推計。 
※ 「２０年経済被害」については、関東からのＧＲＰの分散化率５．４％、縮減される

と想定。 
※ 「人的被害」については、関東からの人口分散化率４．２％、縮減されると想定。 

 

○ その他の対策と合わせた減災効果 

 
※ 「ランクＳ対策、ランクＡ対策」で縮減した総被害が、関東からの分散化率（ＧＲＰ

については５．４％、人口については４．２％）で縮減すると想定し、それと、「ラン
クＳ対策、ランクＡ対策による減災効果」を足し合わせ、総合的減災効果を推計。そ
の推計結果は、表５となった。 

 
※ ランクＡ対策を基本とした場合、新幹線整備を行うと、ランクＳ対策に格上げするの

とおおよそ同水準の減災効果が得られる結果となった（「ランクＡ対策＆新幹線分散
化効果」と「ランクＳ対策」の減災効果がおおよそ同水準であるため）。 

 

表５ 東京湾の巨大高潮（室戸台風ベース）に対する、新幹線整備の減災効果 

 

 

○ 「30%の分散化」が果たせた場合の、減災効果 経済被害（14 ヶ月）１４兆円縮減 

 

※ ３０％の分散化が果たされた場合の減災効果を、表６に示す。 

・経済被害（14 ヶ月）が 14 兆円縮減、 

被害
（対策前）

新幹線の分散
化による減災
効果(単独）

ランクＡ対策
（単独）

ランクS対策
（単独）

ランクA対策＆
新幹線分散化

効果

ランクS対策
＆新幹線分散

化効果
経済被害（14ヶ月） 46兆円 2.5兆円 26兆円 27兆円 27兆円 28兆円

減災率 - 5.4% 56.5% 58.7% 58.9% 60.9%

資産被害 64兆円 2.7兆円 35兆円 37兆円 36兆円 38兆円

減災率 - 4.2% 54.7% 57.8% 56.6% 59.6%

浸水域内人口 140万人 6万人 38万人 48万人 42万人 52万人

減災率 - 4.2% 27.1% 34.3% 30.2% 37.0%

人的被害 8,000人 336人 5,100人 5,300人 5,222人 5,413人

減災率 - 4.2% 63.8% 66.3% 65.3% 67.7%
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・資産被害が 19 兆円縮減 

・浸水域内人口が 42 万人縮減 

・人的被害が 2400 人縮減 

 

※ ランクＡ対策にあわせて３０％分散化を果たせば、14 ヶ月経済被害が７割程度、30
兆円以上、縮減できる。 

 
※ 全国の新幹線の整備だけで「ＧＲＰについては５．４％、人口については４．２％」

の分散化効果があるが、残りの約２３～２５％分の分散化については、 

・全国の高規格幹線道路の整備 

・全国の港湾投資 

・地方都市内における交通インフラ投資 

・地方都市の産業育成投資 

・分散化を促す税制・補助金の整備    等 

 を総合的に展開していく事が必要である。 
 

表６ 東京湾の巨大高潮（室戸台風ベース）に対する、30％分散化時の減災効果 

 

 

 

（３）東京荒川巨大洪水に対する減災効果 

 

○ 14 か月経済効果に対する、新幹線整備による減災効果 １．４兆円 

○ 資産被害の、新幹線整備による減災効果 １．５兆円 

○ 浸水域内人口の、新幹線整備による減災効果 ５万人 

○ 人的被害に対する、新幹線整備による 約９０人 

 

※ 上記３．３で示した「関東からの分散化効果」に基づいて、減災効果を推計。 
※ 「14 か月経済被害」については、関東からのＧＲＰの分散化率５．４％、縮減される

と想定。 

被害
（対策前）

３０％分散化
による減災効

果(単独）

ランクＡ対策
（単独）

ランクS対策
（単独）

ランクA対策＆
30%分散化効

果

ランクS対策
＆30%分散化

効果
経済被害（14ヶ月） 46兆円 14兆円 26兆円 27兆円 32兆円 33兆円

減災率 - 30.0% 56.5% 58.7% 69.6% 71.1%

資産被害 64兆円 19兆円 35兆円 37兆円 44兆円 45兆円

減災率 - 30.0% 54.7% 57.8% 68.3% 70.5%

浸水域内人口 140万人 42万人 38万人 48万人 69万人 76万人

減災率 - 30.0% 27.1% 34.3% 49.0% 54.0%

人的被害 8,000人 2,400人 5,100人 5,300人 5,970人 6,110人

減災率 - 30.0% 63.8% 66.3% 74.6% 76.4%
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※ 「人的被害」については、関東からの人口分散化率４．２％、縮減されると想定。 

※ なお、洪水に対する「ランクＳ」対策を施せば、洪水が生じなくなることが想定され
る。また、下記表７には、30％分散化の際の減災効果も示す。 

 

表７ 東京荒川巨大洪水に対する、新幹線整備、30％分散化時の減災効果 

 

 
（４）全国新幹線整備による減災効果 
 以上の結果における、全国新幹線整備による分散化による減災効果を表８にとりまとめる。 

上記に考慮した３つの災害については、合計で約４３兆円の減災効果を持つことが示された。 
 

表８ 分散化による減災効果のまとめ 
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被害
（対策前）

新幹線の分散
化による減災
効果(単独）

３０％分散化
による減災効

果(単独）

ランクS対策
（単独）

経済被害（14ヶ月） 26兆円 1.4兆円 8兆円 26兆円

減災率 - 5.4% 30.0% 100.0%

資産被害 36兆円 1.5兆円 11兆円 36兆円

減災率 - 4.2% 30.0% 100.0%

浸水域内人口 126万人 5万人 38万人 126万人

減災率 - 4.2% 30.0% 100.0%

人的被害 2,100人 88人 630人 2,100人

減災率 - 4.2% 30.0% 100.0%

全国新幹線整
備の減災効果

首都直下地震 39兆円
東京湾の巨大高潮 2.5兆円
東京荒川巨大洪水 1.4兆円
合計 43兆円
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